〔マイナンバー制度に関する通達〕
社員各位






　　平成○○年○○月○○日

●●部▲▲課
社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）施行に伴うご連絡
平成28年１月より、社会保障・税番号制度（以下：「マイナンバー制度」）が運用されます。マイナンバー制度の概要については以下の通りですが、全社員、役員およびその扶養される家族が対象となります。マイナンバー制度実施に伴い、下記の通り通達いたしますので内容を確認願います。
なお、マイナンバー制度に基づき、会社より各種のご協力をいただくことがあります。その都度通達等で案内いたしますので、よろしくお願いいたします。
※ 不明の点は●●部▲▲課までご連絡願います。
記
１．マイナンバー制度について

(1) マイナンバー制度の概要

マイナンバー制度とは、住民票を有する国民一人ひとりに12ケタの「個人番号」が付与され、社会保障や税金、災害時の支援などの際に活用されるものです。
制度導入の目的は、　① 公平・公正な社会の実現　② 国民の利便性の向上　③ 行政の効率化　　にあります。※ 詳細は、マイナンバー制度に関する研修会で説明いたします。
(2) マイナンバー制度の実施時期
　　平成28年１月より実施
されます。

(3) 個人番号の通知について

平成27年10月以降、住民票を有する各市町村から皆様やご家族の方全員に、簡易書留で個人番号が郵送されることになっています。
２．会社の対応と管理責任

会社は、平成28年１月以降の社会保険や税務などの手続きの際に、皆様の個人番号を記載する必要があり、そのために皆様の個人番号を把握することが不可欠となります。個人番号は個人情報ですので、会社はその管理に万全を期し、漏えいを防止し、前ページの個人番号利用目的以外に使用することはありません。

３．社員皆様へのお願い

(1) 厳重な保管
　　　個人番号は、原則一生涯変わることのないものであり、今後の市民生活でも使用される非常に重要なものとなります。郵送された個人番号は破棄することなく、厳重に保管願います。
(2) 住民登録の確認

個人番号の通知は住民登録された住所地に送付されますので、転居して住民登録を変更されていない場合は届かないときもあります。居住地と住民登録の場所が異なっている場合は、早目に住所変更などの手続を（転居前の市町村に）行ってください。

(3) 個人番号の提出
今後、年末調整や社会保険の手続きなどで個人番号が必要となりますので、今回郵送された個人番号の写しを会社に提出していただきます。時期が来ましたら別途社内通達で案内しますので、ご協力をお願いいたします。
４．その他
(1) マイナンバー制度に関する研修会
　　マイナンバー制度に関して正しい知識を持っていただくために、マイナンバー制度に関する研修会を実施いたします。具体的な日程は後日連絡いたします。

(2) 就業規則等の変更など

マイナンバー制度導入に伴い、会社はマイナンバー制度に対する基本方針を定めるとともに、就業規則を改定します。また個人番号の取扱い等に関する新たな規程（「特定個人情報取扱規程」）を制定いたします。具体的内容はマイナンバー制度に関する研修会で説明いたします。
　(3) 相談窓口
マイナンバー制度に関する皆様からの相談窓口は、●●部▲▲課となります。質問やお問い合わせなどがありましたら以下にご連絡願います。
☎ 電話番号／内線番号

・・・・・・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
〔参考〕
マイナンバー制度にかかる法律は、「行政手続における特定個人を識別するための番号利用等
に関する法律」といいます。当社ではこの法律を「マイナンバー法」と呼びます。
★ 個人番号の利用目的


会社が個人番号を取扱う利用目的および事務の範囲は以下の


通りです。


所得税源泉徴収等に関する事務および給与所得・退職所得の源泉徴収票（給与支払報告書を含む）に関する事務�
�
雇用保険届出等に関する事務�
�
労働者災害補償保険法に基づく請求等に関する事務�
�
健康保険・厚生年金保険届出等に関する事務�
�
国民年金の第三号被保険者の届出等に関する事務�
�
報酬・料金・契約金等の支払調書作成等に関する事務�
�
配当、剰余金の分配および基金利息の支払調書作成等に関する事務�
�
不動産の使用料等の支払調書作成等に関する事務�
�
不動産等の譲渡対価、売買・貸付手数料等の支払調書作成等に関する事務�
�
　会社は、法で定める場合を除き、上記以外の目的で個人番号


を使用・提供することはありません。
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